
1

介護保険法
施行規則
126の4の2

介護保険法
施行規則
126の4の2

介護保険
法

71.72

92 105の2 110

111

専従で利用者が
100人に対し1以上

94 105の5

要介護状態となった場合においても，その利用者が可能な
限りその居宅において，その有する能力に応じ自立した日
常生活を営むことができるよう，必要な日常生活上の世話
及び機能訓練を行うことにより，利用者の社会的孤立感の
解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体
的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。

－

提供時間帯を通じて専従で１以上

－

人
員
基
準

医師

看護職員

従
事
者
の
員
数

介護職員

機能訓練指導員

生活相談員

理学療法士，作業療法士，
言語聴覚士

管理者

◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）

基本方針

①要介護状態となった場合においても，その利用者が可
能な限りその居宅において，その有する能力に応じ自立
した日常生活を営むことができるよう，必要な日常生活上
の世話及び機能訓練を行うことにより，利用者の社会的
孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家
族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなけれ
ばならない。
②利用者の主治の医師及び当該利用者の利用している
訪問看護事業者等との密接な連携に努めなければなら
ない。

通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

専従で１以上

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）

要介護状態となった場合においても，その利用者が可能
な限りその居宅において，その有する能力に応じ自立し
た日常生活を営むことができるよう，理学療法，作業療
法その他必要なリハビリテーションを行うことにより，利
用者の心身の機能の維持回復を図るものでなければな
らない。

－

－

利用者１．５　：　専従１以上
うち１人は専従常勤看護師

条文

－ 常勤でサービス提供に必要な１以上

提供時間帯を通じて専従で，
１５人まで：１以上
１５人を超える：５人増ごとに１を加えた数以
上
常時１以上
利用者の処遇に支障がない場合は，他の
指定通所介護の単位の介護職員として従
事することができる。

１以上
日常生活を営むのに必要な機能の減退を
防止するための訓練を行う能力を有する
者。
他の職務にも従事できる。

ー

105の4

－

その他

常勤専従で1
適切な指定療養通所介護を行うために必要な知識及び
技能を有する看護師
管理上支障がない場合は，事業所の他の職務，又は同
一敷地内にある他の事業所，施設等の職務に従事するこ
とができる。

利用定員が10人以下である場合は，提供時間帯に看護職
員又は介護職員を専従で１以上（看護職員又は介護職員
常時１以上）

常勤専従で1
（ただし，管理上支障がない場合は，事業所の他の職務又
は同一敷地内にある他の事業所，施設等の職務に従事す
ることができる。）

93

生活相談員
又は介護職
員うち，１人以
上は常勤

提供時間帯を通じて専従で，
１０人以下：1以上
１０人を超える：利用者の数÷１０以上

－

（診療所）
専従の理
学療法士，
作業療法
士，言語聴
覚士通所ﾘ
ﾊに１年以
上従事経
験がある看
護師が常
勤換算方
法で０．１
以上

111

－

－

申請者 法人 法人 病院，診療所，老健　※条例委任されていない

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準
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◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）条文

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準

- 105の6 -

食堂

機能訓練室

静養室

相談室

事務室

－

指定療養通
所介護の事
業の専用でな
ければならな
い。ただし，利
用者に対する
指定療養通
所介護の提
供に支障がな
い場合は，こ
の限りでな
い。

専用の部屋の面積　6.4㎡×利用定員以
上

－

備えなければならない。

－

－

－

備えなければならない。

専用の部屋の面積　３㎡×利用定員以上（介護老人保
健施設の場合は利用者用に確保されている食堂の面積
を加える）

－

－

備えなければならない。

サービスの提供に必要な専用の機械と器具

－

設
備
基
準

備えなければならない。

３㎡×利用定員以上
※食事の提供，機能訓練の実施に支障が
ない広さを確保できる場合は，同一場所で
も可

利用定員

－

消火設備，
非常災害設備

必要な広さの専用区画

95

設
備
備
品

必要な備品

105の7

９人以下

－

－

112

－

－

指定通所介
護の事業の
専用でなけれ
ばならない。
ただし，利用
者に対する指
定通所介護
の提供に支
障がない場合
は，この限り
でない。

－

備えなければならない。

遮へい物の設置等により相談の内容が漏
えいしないよう配慮されていること

有すること

有すること
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◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）条文

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準

105
（9準用）

105の19
（9準用）

119
（9準用）

105
（10準用）

105の19
（10準用）

119
（10準用）

105
（11準用）

105の19
（11準用）

119
（11準用）

105
（12準用）

105の19
（12準用）

119
（12準用）

105
（13準用）

105の9
119

（13準用）

105
（14準用）

105の10
119

（64準用）

運
営
基
準

居宅介護支援事業者等
との連携

心身の状況の把握

内容及び手続の説明及び同意

①あらかじめ，利用申込者又はその家族に対し，運営規定
の概要，勤務の体制等，利用者のサービス選択に関係す
る重要事項を文書で交付して説明を行い，利用申込者の
同意を得て，提供を開始する。

正当な理由なくサービス提供を拒んではならない

105
（8準用）

②利用者又はその家族から申し出があった場合には，承
諾を得て文書でなく，ＣＤ-ＲＯＭ等の電子ファイルで提供し
てもよい

同左

119
（8準用）

①あらかじめ，利用申込者又はその家族に対し，運営規
定の概要，勤務の体制，利用者ごとに定めた緊急時等対
応策，主治の医師，緊急事対応医療機関との連絡体制
等，利用者のサービス選択に関係する重要事項を文書で
交付して説明を行い，利用申込者の同意を得て，提供を
開始する。

サービス担当者会議等を通じて，利用者の心身の状況，そ
の置かれている環境，他の保健医療サービスまたは福祉
サービスの利用状況の把握に努めなければならない。

居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉
サービスを提供する者との密接な連携に努めなければな
らない。

①居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福
祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければ
ならない。
②利用者に対する指定療養通所介護の提供の適否につ
いて，主治の医師を含めたサービス担当者会議において
検討するため，居宅介護支援事業者に対して必要な情報
を提供するように努めなければならない。
③居宅介護支援事業者に対して，居宅サービス計画の
作成及び変更等に必要な情報を提供するように努めなけ
ればならない。
④サービスの提供の終了に際しては，利用者又はその家
族に対して適切な指導を行うとともに，居宅介護支援事
業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福
祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければ
ならない。

同左

②利用者又はその家族から申し出があった場合には，承
諾を得て文書でなく，ＣＤ-ＲＯＭ等の電子ファイルで提供
してもよい

②利用者又はその家族から申し出があった場合には，
承諾を得て文書でなく，ＣＤ-ＲＯＭ等の電子ファイルで
提供してもよい

サービス提供困難時の対応

利用者の受給資格等の確認

①被保険者証によって，被保険者資格や要介護認定の有
無や有効期間を確認する。
②認定審査会意見があるときは，それに配慮してサービス
を提供する。

要介護認定の申請に係る援助

①要介護認定を受けていない利用者申込者については，
意思を踏まえて速やかに申請が行われるよう必要な援助
を行う。
②必要と認めるときは，要介護認定の更新の申請を有効
期間が終了する３０日前にはなされるよう必要な援助を行
う。

事業の実施地域などの関係で適切な提供が困難な場合
は，利用者に係る居宅介護支援事業者に連絡し，適当な
他事業者の紹介など必要な措置を速やかに講じなければ
ならない。

提供拒否の禁止

同左

同左

105の8

①サービス担当者会議等を通じて，利用者の心身の状
況，その置かれている環境，他の保健医療サービスまた
は福祉サービスの利用状況の把握に努めなければなら
ない。
②体調の変化等に応じた適切なサービスを提供できるよ
う，特に利用者の主治の医師及び当該利用者が利用す
る訪問看護事業者等との密接な連携を図り，利用者の心
身の状況等の把握に努めなければならない。

①居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は
福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなけ
ればならない。
②サービスの提供の終了に際しては，利用者又はその
家族に対して適切な指導を行うとともに，主治の医師及
び居宅介護支援事業者に対する情報の提供並びに保
健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密
接な連携に努めなければならない。

サービス担当者会議等を通じて，利用者の心身の状
況，その置かれている環境，他の保健医療サービスまた
は福祉サービスの利用状況の把握に努めなければなら
ない。

①あらかじめ，利用申込者又はその家族に対し，運営規
定の概要，勤務の体制等利用者のサービス選択に関係
する重要事項を文書で交付して説明を行い，利用申込
者の同意を得て，提供を開始する。

同左

同左
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◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）条文

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準

105
（15準用）

105の19
（15準用）

119
（15準用）

105
（16準用）

105の19
（16準用）

119
（16準用）

105
（17準用）

105の19
（17準用）

119
（17準用）

105
（19準用）

105の19
（19準用）

119
（19準用）

96

105の19
（96準用（
③二を除

く））

119
（96準用）

運
営
基
準

居宅サービス計画等の
変更の援助

法定代理受領サービスの
提供を受けるための援助

①サービスの提供及び内容，利用者に代わって支払いを
受けるサービス費（法定代理受領）等を利用者の居宅サー
ビス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しな
ければならない。
②利用者から申し出があった場合は，文書の交付その他
適切な方法により，その情報を利用者に対して提供しなけ
ればならない。

法定代理受領サービス（※注：利用料の９割は介護保険か
ら事業者が代理で受領し，利用者は１割分を支払うことで
介護を受けられるという意味）の要件を満たしていない場
合，法定代理受領サービスとしてサービス提供を受けるこ
とができる旨を，利用申込者又はその家族に対し手続等を
説明し，必要な援助を行う。

利用者がサービス計画の変更を希望する場合は，居宅介
護支援事業者への連絡等の必要な援助を行う。

同左（③二以外）

①法定代理受領サービスに該当する指定通所介護を提
供した際には，その利用者から利用料の一部として，当
該指定通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額か
ら当該指定通所介護事業者に支払われる居宅介護
サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものと
する。
②法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護を
提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額
と，指定通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額
との間に，不合理な差額が生じないようにしなければな
らない。
③その他，次に掲げる費用の額の支払を利用者から受
けることができる。
一　利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の
地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用
二　指定通所介護に通常要する時間を超える指定通所
介護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必
要となる費用の範囲内において，通常の指定通所介護
に係る居宅介護サービス費用基準額を超える費用
三　食事の提供に要する費用
四　おむつ代
五　指定通所介護の提供において提供される便宜のう
ち，日常生活においても通常必要となるものに係る費用
であって，その利用者に負担させることが適当と認めら
れる費用
④食事の提供に要する費用は別に厚生労働大臣が定
める。
⑤あらかじめ，利用者又はその家族に対し，当該サービ
スの内容及び費用について説明を行い，利用者の同意
を得なければならない。

居宅サービス計画に沿った提供

①法定代理受領サービスに該当する指定通所介護を提供
した際には，その利用者から利用料の一部として，当該指
定通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額から当該
指定通所介護事業者に支払われる居宅介護サービス費の
額を控除して得た額の支払を受けるものとする。
②法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護を提
供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と，指
定通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額との間
に，不合理な差額が生じないようにしなければならない。
③その他，次に掲げる費用の額の支払を利用者から受け
ることができる。
一　利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地
域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用
二　指定通所介護に通常要する時間を超える指定通所介
護であって利用者の選定に係るものの提供に伴い必要と
なる費用の範囲内において，通常の指定通所介護に係る
居宅介護サービス費用基準額を超える費用
三　食事の提供に要する費用
四　おむつ代
五　指定通所介護の提供において提供される便宜のうち，
日常生活においても通常必要となるものに係る費用であっ
て，その利用者に負担させることが適当と認められる費用
④食事の提供に要する費用は別に厚生労働大臣が定め
る。
⑤あらかじめ，利用者又はその家族に対し，当該サービス
の内容及び費用について説明を行い，利用者の同意を得
なければならない。

居宅サービス計画が作成されている場合は，その計画に
沿ったサービス提供をしなければならない。

サービス提供の記録

利用料等の受領

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左

同左



5

◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）条文

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準

105
（21準用）

105の19
（21準用）

119
（21準用）

97
105の19
（97準用）

113

98 105の11 114

99 105の12 115

105
（26準用）

105の19
（26準用）

119
（26準用）

計画の作成

運
営
基
準

同左

一　療養通所介護計画に基づき，利用者の機能訓練及
びその者が日常生活を営むことができるよう必要な援助
を行う。
二　懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又はその家族に
対し，サービスの提供方法等について，理解しやすいよう
に説明を行う。
三　介護技術の進歩に対応し，適切な介護技術をもって
サービスの提供を行う。
四　利用者の体調の変化等に応じた適切なサービスを提
供できるよう，利用者の主治の医師や当該利用者の利用
する訪問看護事業者等との密接な連携を図り，サービス
の提供方法及び手順等についての情報の共有を十分に
図る。
五　常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ，相談
援助等の生活指導，機能訓練その他必要なサービスを
利用者の希望に添って適切に提供する。

同左

同左

法定代理受領サービスに該当しない利用料の支払いを受
けた場合は，提供したサービスの内容，費用の額その他必
要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用
者に対して交付しなければならない。

①利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資する
よう，その目標を設定し，計画的に行われなければならな
い。
②自らその提供する指定通所介護の質の評価を行い，常
にその改善を図らなければならない。

①医師等の従業者は，診療又は運動機能検査，作業能
力検査等を基に，共同して，利用者の心身の状況，希望
及びその置かれている環境を踏まえて，リハビリテーショ
ンの目標，当該目標を達成するための具体的なサービ
スの内容等を記載した通所リハビリテーション計画を作
成しなければならない。
②既に居宅サービス計画が作成されている場合は，当
該計画の内容に沿って作成しなければならない。
③内容について利用者又はその家族に対して説明し，
利用者の同意を得なければならない。
④通所リハビリテーション計画を利用者に交付しなけれ
ばならない。
⑤通所リハビリテーション計画に従ったサービスの実施
状況及びその評価を診療記録に記載する。

①利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資す
るよう，その目標を設定し，計画的に行われなければな
らない。
②自らその提供する指定通所リハビリテーションの質の
評価を行い，常にその改善を図らなければならない。

一　医師の指示及び通所リハビリテーション計画に基づ
き，利用者の心身の機能の維持回復を図り，日常生活
の自立に資するよう，妥当適切に行う。
二　懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又はその家族
に対し，リハビリテーションの観点から療養上必要とされ
る事項について，理解しやすいように指導又は説明を行
う。
三　常に利用者の病状，心身の状況及びその置かれて
いる環境の的確な把握に努め，利用者に対し適切な
サービスを提供する。特に，認知症である要介護者に対
しては，必要に応じ，その特性に対応したサービス提供
ができる体制を整える。

①利用者の心身の状況，希望及びその置かれている環境
を踏まえて，機能訓練等の目標，当該目標を達成するため
の具体的なサービスの内容等を記載した通所介護計画を
作成しなければならない。
②既に居宅サービス計画が作成されている場合は，居宅
サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。
③内容について利用者又はその家族に対して説明し，利
用者の同意を得なければならない。
④通所介護計画を利用者に交付しなければならない。
⑤通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び目標の
達成状況の記録を行う。

①利用者の心身の状況，希望及びその置かれている環
境を踏まえて，機能訓練等の目標，当該目標を達成する
ための具体的なサービスの内容等を記載した療養通所
介護計画を作成しなければならない。
②既に居宅サービス計画が作成されている場合は，居宅
サービス計画の内容に沿って作成しなければならない。
③既に訪問看護計画書が作成されている場合は，訪問
看護計画の内容との整合を図りつつ，作成しなければな
らない。
④内容について利用者又はその家族に対して説明し，利
用者の同意を得なければならない。
⑤療養通所介護計画を利用者に交付しなければならな
い。
⑥療養通所介護計画に従ったサービスの実施状況及び
目標の達成状況の記録を行う。

保険給付の請求のための
証明書の交付

利用者が次の一，二に該当した場合は，遅滞なく，意見を
付してその旨を市町村に通知しなければならない。
一　正当な理由なく指示に従わず，要介護度状態の程度を
悪化させたとき。
二　偽りその他不正な行為によって保険給付を受け，また
は受けようとしたとき。

利用者に関する
市町村への通知

基本取扱方針

具体的取扱方針

一　通所介護計画に基づき，利用者の機能訓練及びその
者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行う。
二　懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又はその家族に
対し，サービスの提供方法等について，理解しやすいよう
に説明を行う。
三　介護技術の進歩に対応し，適切な介護技術をもって
サービスの提供を行う。
四　常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ，相談
援助等の生活指導，機能訓練その他必要なサービスを利
用者の希望に添って適切に提供する。特に，認知症である
要介護者に対しては，必要に応じ，その特性に対応した
サービスの提供ができる体制を整える。

同左

同左
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◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）条文

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準

105
（27準用）

105の13
119

（27準用）

105
（52準用）

105の14 116

100 105の15 117

- 105の16 -

運
営
基
準

運営規程

管理者等の責務

緊急時対応医療機関

一　事業の目的及び運営の方針
二　従業者の職種，員数及び職務の内容
三　営業日及び営業時間
四　利用定員
五　サービスの内容及び利用料その他の費用の額
六　通常の事業の実施地域
七　サービス利用に当たっての留意事項
八　緊急時等における対応方法
九　非常災害対策
十　その他運営に関する重要事項
を定めておかなければならない。

一　事業の目的及び運営の方針
二　従業者の職種，員数及び職務の内容
三　営業日及び営業時間
四　指定療養通所介護の利用定員
五　指定療養通所介護の内容及び利用料その他の費用
の額
六　通常の事業の実施地域
七　サービス利用に当たっての留意事項
八　非常災害対策
九　その他運営に関する重要事項
を定めておかなければならない。

①利用者の病状の急変等に備えるため，あらかじめ，緊
急時対応医療機関を定めておかなければならない。
②緊急時対応医療機関は，指定療養通所介護事業所と
同一の敷地内に存し又は隣接し若しくは近接していなけ
ればならない。
③緊急時において円滑な協力を得るため，当該緊急時対
応医療機関との間であらかじめ必要な事項を取り決めて
おかなければならない。

サービスの提供を行っているときに利用者の病状の急
変が生じた場合その他必要な場合には，速やかに主治
の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければ
ならない。

－

①管理者は，医師，理学療法士，作業療法士又は専ら
指定通所リハビリテーションの提供に当たる看護師のう
ちから選任した者に，必要な管理の代行をさせることが
できる。
②管理者又は管理を代行する者は，指定通所リハビリ
テーション事業所の従業者にこの節の規定を遵守させる
ための必要な指揮命令を行うものとする。

一　事業の目的及び運営の方針
二　従業者の職種，員数及び職務の内容
三　営業日及び営業時間
四　指定通所リハビリテーションの利用定員
五　指定通所リハビリテーションの内容及び利用料その
他の費用の額
六　通常の事業の実施地域
七　サービス利用に当たっての留意事項
八　非常災害対策
九　その他運営に関する重要事項
を定めておかなければならない。

①管理者は事業所の従業者及び業務の管理を一元的に
行わなければならない。
②従事者に運営基準の規定を遵守させるため必要な指揮
命令を行う。

サービスの提供を行っているときに利用者の病状の急変
が生じた場合その他必要な場合には，速やかに主治の医
師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならな
い。

緊急時等の対応

①サービスの提供を行っているときに利用者の病状の急
変が生じた場合等に備え，主治の医師とともに，対応策
について利用者ごとに検討し，緊急時等の対応策をあら
かじめ定めておかなければならない。
②緊急時等の対応策について，利用者及び家族に対して
十分に説明し，利用者及び家族が安心してサービスを利
用できるよう配慮しなければならない。
③サービスの提供を行っているときに利用者の病状の急
変が生じた場合その他必要な場合は，速やかに主治の
医師，緊急時対応医療機関への連絡を行う等の必要な
措置を講じなければならない。
④利用者の主治の医師と密接な連携をとりながら，利用
者の状態の変化に応じて緊急時等の対応策の変更を行
う。
⑤①，②は④に規定する緊急時の対応策の変更につい
て準用する。

①管理者は事業所の従業者及び業務の管理を一元的に
行わなければならない。
②管理者は，利用者の体調の変化等に応じた適切な
サービスを提供できるよう，利用者の主治の医師や当該
利用者が利用する訪問看護事業者等との密接な連携を
図り，サービスの提供方法及び手順等についての情報の
共有を十分に行わなければならない。
③管理者は，サービスの提供に適切な環境を整備しなけ
ればならない。
④管理者は，利用者個々の療養通所介護計画の作成に
関し，必要な指導及び管理を行わなければならない。
⑤管理者は，事業所の従業者に規定を遵守させるため必
要な指揮命令を行う。

－
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◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）条文

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準

- 105の17 -

101
105の19

（101準用）
119

（101準用）

102
105の19

（102準用）
119

（102準用）

103
105の19

（103準用）
119

（103準用）

104
105の19

（104準用）
118

105
（32準用）

105の19
（32準用）

119
（32準用）

運
営
基
準

勤務体制の確保等

定員の遵守

衛生管理

非常災害対策

安全・サービス提供
管理委員会の設置

同左

①地域の医療関係団体に属する者，地域の保健，医療
又は福祉の分野を専門とする者その他指定療養通所介
護の安全かつ適切なサービスの提供を確保するために
必要と認められる者から構成される安全・サービス提供
管理委員会を設置しなければならない。
②概ね６月に１回以上委員会を開催することとし，事故事
例等，安全管理に必要なデータの収集を行うとともに，当
該データ等を踏まえ，安全かつ適切なサービスの提供を
確保するための方策の検討を行い，検討の結果について
の記録を作成しなければならない。
③検討の結果を踏まえ，必要に応じて対策を講じなけれ
ばならない。

同左

①利用者の使用する施設，食器その他の設備又は飲用に
供する水について，衛生的な管理に努め，又は衛生上必
要な措置を講じなければならない。
②事業所において感染症が発生し，又はまん延しないよう
に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

事業所の見やすい場所に，運営規定の概要，従業者の勤
務の体制その他の利用者のサービス選択に資すると認め
られる重要事項を掲示しなければならない。

掲示

①適切なサービスを提供できるよう従業者の勤務の体制を
定めておかなければならない。
②事業所の従業者によってサービスを提供しなければなら
ない。
③従業者の資質の向上のために，その研修の機会を確保
しなければならない。

利用定員を超えてサービスの提供を行ってはならない。た
だし，災害その他のやむを得ない事情がある場合は，この
限りではない。

同左

①利用者の使用する施設，食器その他の設備又は飲用
に供する水について，衛生的な管理に努め，又は衛生
上必要な措置を講ずるとともに，医薬品及び医療機器の
管理を適正に行わなければならない。
②事業所において感染症が発生し，又はまん延しないよ
うに必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

同左

同左

非常災害に関する具体的計画を立て，非常災害時の関係
機関への通報及び連携体制を整備し，それらを定期的に
従業者に周知するとともに，定期的に避難，救出その他必
要な訓練を行わなければならない。

－ －

同左

同左

同左

同左
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◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）条文

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準

105
（33準用）

105の19
（33準用）

119
（33準用）

105
（34準用）

105の19
（34準用）

-

105
（35準用）

105の19
（35準用）

119
（35準用）

105
（36準用）

105の19
（36準用）

119
（36準用）

105
（36の2準

用）

105の19
（36の2準

用）

119
（36の2準

用）

運
営
基
準

広告

秘密保持等

同左

－

同左

同左

同左

地域との連携

苦情処理

居宅介護支援事業者に対する
利益供与の禁止

居宅介護支援事業者又はその従業者に対し，利用者に対
して特定の事業者によるサービスを手利用させることの対
償として，金品その他の財産上の利益を供与してはならな
い。

①利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応
するために，苦情を受け付けるための窓口を設置する等の
必要な措置を講じなければならない。
②苦情を受け付けた場合には，苦情の内容等を記録しな
ければならない。
③市町村が行う文書その他の物件の提出もしくは提示の
求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応
じ，及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協
力するとともに，市町村から指導又は助言を受けた場合に
おいては，当該指導又は助言に従って必要な改善を行わ
なければならない。
④市町村からの求めがあった場合には，改善の内容を市
町村に報告しなければならない。
⑤国民健康保険団体連合会が行う調査に協力するととも
に，指導又は助言を受けた場合においては，当該指導又
は助言に従って必要な改善を行わなければならない。
⑥国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合に
は，改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなけ
ればならない。

提供したサービスに関する利用者からの苦情に関して市
町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の
市町村が実施する事業に協力するよう努めなければなら
ない。

①従業者は正当な理由がなく，その業務上知りえた利用者
又はその家族の秘密を漏らしてはならない。
②従業者であったものが，正当な理由がなく，その業務上
知りえた利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよ
う，必要な措置を講じなければならない。。
③サービス担当者会議などにおいて，利用者の個人情報
を用いる場合は，利用者の同意を，利用者の家族の個人
情報を用いる場合は当該家族の同意を，あらかじめ文書
により得ておかなけらばならない。

内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。

同左

同左

同左

同左

同左
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◆指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準省令の整理（第７章，第８章）

療養通所介護（第７章　第５節）通所介護（第７章　第１～４節） 条文条文

平成２４年５月１０日現在

通所リハビリテーション（第８章）条文

※凡例

従うべき基準 標準 参酌すべき基準

105
（37準用）

105の19
（37準用）

119
（37準用）

10
（38準用）

105の19
（38準用）

119
（38準用）

104の2 105の18 118の2

運
営
基
準

事故発生時の対応 同左

同左

①従業者，設備，備品及び会計に関する諸記録を整備し
ておかなければならない。
②利用者に対する指定療養通所介護の提供に関する次
の各号に掲げる記録を整備し，その完結の日から二年間
保存しなければならない。
一　療養通所介護計画
二　安全・サービス提供委員会の検討の結果についての
記録
三　提供した具体的なサービスの内容等の記録
四　市町村への通知に係る記録
五　苦情の内容等の記録
六　事故の状況及び事故に際して採った処置についての
記録

同左

同左

記録の整備

会計の区分

①従業者，設備，備品及び会計に関する諸記録を整備
しておかなければならない。
②利用者に対する指定通所リハビリテーションの提供に
関する次の各号に掲げる記録を整備し，その完結の日
から二年間保存しなければならない。
一　通所リハビリテーション計画
二　提供した具体的なサービスの内容等の記録
三　市町村への通知に係る記録
四　苦情の内容等の記録
五　事故の状況及び事故に際して採った処置について
の記録

①従業者，設備，備品及び会計に関する諸記録を整備し
ておかなければならない。
②利用者に対する指定通所介護の提供に関する次の各号
に掲げる記録を整備し，その完結の日から二年間保存しな
ければならない。
一　通所介護計画
二　提供した具体的なサービスの内容等の記録
三　市町村への通知に係る記録
四　苦情の内容等の記録
五　事故の状況及び事故に際して採った処置についての
記録

①利用者に対するサービス提供により事故が発生した場
合は，市町村，利用者の家族，居宅介護支援事業者等に
連絡を行うとともに，必要な措置を講じなければならない。
②事故の状況及び事故に際して採った処置について記録
しなければならない。
③サービスの提供により，賠償すべき事故が発生した場合
は。損害賠償を速やかに行わなれればならない。

事業所ごとに経理を区分するとともに，各介護サービス事
業の会計とその他事業の会計を区分しなければならない。
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